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大変なことが発覚！

http://japan.cnet.com/news/service/35033099/

米国家安全保障局（NSA）と米連
邦捜査局（FBI）は、米国に拠点を
置く大手IT企業のサーバから直接的
にデータをひそかに収集しており、
その数は少なくとも9社にのぼって
いるという

NSAのSignals Intelligence 
Directorateの上級アナリストのみを
対象としたプレゼンテーション資料
が流出した。その資料を入手した同
紙によると、こういった行為は2007
年以来、「PRISM」という名称の極
秘プログラムで実施されていたという

全容はまだ不明‥

Providers and data
The PRISM program collects a wide range of data from the nine companies, although 
the details vary by provider.

http://www.guardian.co.uk/world/2013/jun/06/us-tech-giants-nsa-data



Participating providers
This slide shows when each company joined the program, with Microsoft being the 
first, on Sept. 11, 2007, and Apple the most recent, in October 2012.

http://www.guardian.co.uk/world/2013/jun/06/us-tech-giants-nsa-data

Googleは米国時間6月11日、
米政府に対し、法的拘束力の
ある口外禁止命令を解除し、
同社が米連邦捜査局（FBI）に
提出を強制される情報に関す
る憶測や誤った報道を正せる
ようにしてほしいと要請し
た。

　カリフォルニア州マウンテ
ンビューを拠点とするGoogle
は、Eric Holder米司法長官と
FBIのRobert Mueller長官に
宛てた「透明性」を求める公
開書簡の中で、異例なまでに
高まった世論の圧力をObama
政権に事実上向けている。
Obama米大統領は「史上最も
透明な政権」であると主張し
ているが、批評家らからは異
議が唱えられている。

http://japan.cnet.com/news/
business/35033276/

http://googleblog.blogspot.jp/2013/06/asking-us-government-to-allow-google-to.html

http://japan.cnet.com/
news/business/
35033283/

Facebookは自社サーバへ
の直接的なアクセスを提供
するために米国家安全保障
局（NSA）などの政府機関
と直接連携するようなこと
はしていない、と同社最高
経営責任者（CEO）の
Mark Zuckerberg氏は米国
時間6月11日に改めて主張
した。

https://www.facebook.com/zuck/posts/10100828955847631

http://japan.cnet.com/news/business/35033535/

http://japan.cnet.com/news/business/35033476/



http://www.apple.com/apples-commitment-to-customer-privacy/

http://japan.cnet.com/news/business/35033506/

米国家安全保障局（NSA）による国民に対する監視行為の中止を
要求するため、80を超えるウェブ関連企業と人権擁護団体による
広範な連合が結成 (2013年6月13日) https://optin.stopwatching.us/

http://japan.cnet.com/news/society/35033518/ http://news.cnet.com/8301-13578_3-57589495-38/nsa-spying-flap-extends-to-
contents-of-u.s-phone-calls/

http://jp.techcrunch.com/2013/06/17/20130616u-s-government-denies-reports-
that-nsa-analysts-can-listen-to-domestic-calls-without-legal-authorization/



http://jp.techcrunch.com/2013/06/18/20130617encrypting-your-email-works-
says-nsa-whistleblower-edward-snowden/

http://www.codecademy.com/blog/83-the-nsa-code-literacy-and-you

http://www.afpbb.com/article/politics/2951303/10930278

【6月19日 AFP】米国家安全保障局（National Security Agency、NSA）のキース・アレグザンダー（Keith Alexander）局長は
18日、米下院情報特別委員会（House Permanent Select Committee on Intelligence）の公聴会に出席し、NSAが実施した
電子メールや通話の情報収集プログラムの結果、2001年以降少なくとも50件の「テロ計画」が未然に防がれたと証言した。

�キース局長は「この数年、これらのプログラムから収集した情報は当局に非常に重要な手掛かりを提供してきた。これらのおかげ
で、世界20以上の国で進められていた50件以上のテロ計画を未然に防ぐことができた」と述べるとともに、これらのうち少なくとも
10件は米本土で計画されていたことを明らかにした。

�キース局長によると、収集した情報の大半は機密扱いとされており、公開されることはない。しかし、エドワード・スノーデン
（Edward Snowden）氏の内部告発を受けて政府に向けられた批判に対応するため、キース局長らは阻止に成功した計画のうち
4件の情報を公開した。

情報が公開されたのは「国際テロ組織アルカイダ（Al-Qaeda）の中核によるものとしては9.11同時多発テロ後最初のもので、パ
キスタン国内から指揮された」（キース局長）ニューヨーク（New York）の地下鉄爆破計画や、ニューヨーク証券取引所（New York 
Stock Exchange、NYSE）の爆破計画など。

http://jp.techcrunch.com/2013/06/20/20130618google-fights-spying-gag-order-but-key-details-would-
lack-even-if-successful/



http://wired.jp/2013/06/21/fbi-drones/?utm_source%3dfeed%26utm_medium%3d

米連邦捜査局（FBI）のロバート・モラー長官が6月19日（米国時間）、小型無人機（ドロ
ーン）で米国内を監視していることを認めた。

この事実は、FBIによる監視に関する米上院司法委員会の公聴会で明らかになった。FBIは
米国人の通話記録に関するメタデータや個人データを、グーグル、フェイスブック、マイク
ロソフトなどの企業から入手していることが発覚して、米国家安全保障局（NSA）とともに
守勢に立たされている。

無人機で米国を監視しているのはFBIだけではない。複数の米連邦政府機関が、国境の調査
や山火事との闘いや、ハリケーン襲来後のダムの調査等に無人機を使用している。地方の多
くの法執行機関も、無人機を各地に配備している。

http://wired.jp/2013/06/20/german-spy-power-increase/?utm_source%3dfeed%26utm_medium%3d

ドイツの諜報機関に対する予算
が大幅に増額されることになっ
た。インターネット・トラフィ
ックの監視能力向上のためだ。

連邦情報局（BND）は、ドイ
ツ国民に対する海外からの脅威
を事前に察知する目的で、電話
の盗聴やウェブでの通信の傍受
を行っている。『Der 
Spiegel』によると、増額分の
予算1億ユーロ（約128億円）
は「職員と技術」に充てられる
予定だという。

1億ユーロはBNDの現在の年間
予算のおよそ1/5にあたり、今
後5年間の予算に上積みされて
いく。サーヴァーの増設や職員
100人の新規雇用が予定されて
おり、雇用される職員の一部は
新しい「技術調査」チームに配
属される。

法律によれば、傍受された情報は保存することはできず、即座に対応するか破棄
しなければならない。情報はフィルタリングにかけて分析される。2011年の場
合、傍受されたメッセージ290万件のうち、「情報価値があるデータ」が含まれ
ていたメッセージは290件だけだったという。


